
地25住宅に係る省工ネ改修促進税制の延畏(闇定資産税) 曾国土交通省 

一て."，"'t-'''~ 吋 も

;バ 1ι去時議事駒場~苦境開達成尽 

O 住生活基本計部(平成18年関議決定)において、良質な住宅ス O 住生活基本計額では窓が断熟化tされた住宅ストックの割合習を平成27
年に40~もたずることとしているが、平成20年詩点で21%にとどまっておトックの形成のため、住宅のエネルギー効率性の肉ょが政策自

様として掲げられているところ。 仏政策関糠が既に達成されているとは蓄えない。 

3.適用件数が犠少、特定の者に偏っていないか 4.事後評鑓寄撃における確蓮状況

O 自らが居住する住宅の省エネ改修を行う者を幅広く対象とする o ii草紙の評価である平成20年肢の政策チェックアップ評価審において、
有 支援措置である{平成初年の利用件数は2，084f'判。 「地球潟暖化防止等の環境Jについての政策評価を行い、本特例をは
室主 じめとした鋼連施策が、関襟迷成に向けた改善に貢献していることを

篠認している。性

6.政策自前達成手段として、的確かっ必要最小援な措震か5“他の支躍措置等との役割分担 

o C02の削減を目的とした住宅・建築物省C02捻進事業は、 CO O 個別に補助金の申請手続安求めて交付するよりも悶民、行政双方に
相 

とって負担の軽減の観点から俊れた手段である。2縦滅の実現性!こ優れたり…ディングプロジェクトを対象としてお
議 り、省エネ改修安行うf設での煮を対象とする本特例捻置とiま明確
張 に役割分担がなされている。
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|住宅に罷る省エネ改修促進説制[器定資産税】

i
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説行制度の概要一� 

0省エネ改修が行われた統存住宅に係る特例措置〈怠IJ設平成初年度) J[亡霊|・劉定資産税額の1/3を減額:評価額x税率(1.4%)x2/3 

01¥リアフリー改修が行われた既存住宅に係る特例措畿(創設:平成19年度) 耳目・関定資度税額の1/3を減額:評価額x税率(1.4%)主主ど呈 l 
。rいいものを作って、きちんと手入れして、長〈大切に使うJストック型社会への移行を図るため、既存住宅のりフォーム促進が重要。一

省エネ改修の必要性 自� ー 111.迎凶':=;~~191l'次長沼~--

。省エネ改修はその利益が家主個人に帰着しない昼量盟議監査 。今後急増する主義身喜怒齢者や比較的介護度の低い高齢者!の住:
産主丞とともに、光熱費の削減によって改修費用安回収するに

家色素鰻援する必要警

は長郷翻を要することから、改修のインセンティブとして重要
 

OC02の削減に貢献するものであり、地球環境対応として不穏欠
。高齢者が住宅!こ俊J接続けることにより、施設毒事に入怒する場


← 

{袋二材、基準に適合する住宅iま未だ5分の1程度〉
会iこ比べ‘約7おiのゴト諮密毘援護� 。

く惑が襲奇襲毒化された住宅ストックの翠会> く本特例による介護祭殿の低減>

40% 
、 f 

施設サービス E雲寺霊サ…t:ス 主義綴
利用者の 豹u活者の

ゆ� 3万F11人，ま手
介護費用� ゴ予言葉費用� 

， 

一� 掴'2797宮内/人・査手� 86万円f人・年 約ア割減

Hl5 H20 
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地26マンシ羽ン建替事業に係る課税標準の特例措置の延長(不動産取得税控冨土交通管
 
E也 、

仁川.2:'当初め政策関側慨I3速成されてわなhか"t: 川口 

O 老朽マンシ沼ンの符生は喫緊の重要課題であり、依然活基本計 O これまでに、 46地区において、特例措置の適用対象となるマンション
画{平成 18若手間議決定)においても、その促進の:必要性がうたわ 建替事業が行われているが、米だに耐震性能不足・バリアフリー米対
れているところ。 応等の潤題を抱える老朽マンシ辺ンが多く残っているところ。 

O 君主朽マンシ潟ンi之、一数約iこ住宅面積が狭い、新震性能が不十 O 老朽マンションの急速な増加〈平成初年末現在 :73万戸→5年後  :129
分、ヱレベーターが設霊童されておらずバリアフリ…に対応していな 万戸→均年後  :185万戸〉や、恕住者の高齢化に{半い、より一層、本特

いといった間態を抱えているものが多く、マンション蒋主主iふこれ 例措置の必要性が壊している。
ら関銭安解消する手段の 1つとなっている。 

3.適用件数IJt獲少、特定の者Iこ偏っていないか 4.事後評僚警撃における獲語荻混
 

O マンシ羽ン内で事業を営む区分所有者iふ転出や仮移転毒事の営
 O 亙ilIの評価である平成 20年度の政策チェックアップ評価著書において、
議長環境の変化が生じる一方、建替えに伴う不動揺を取得税!歩、伎 「住宅市街地の防災後jについての政策評価を行い、本特例をはじめ

有 議た比べて塗い。本特例措置は、これら区分所有殺の反対に とした関連絡策が、目標遼指定!こ向けた改善に貢献していることを確認
劫 している。よって幾綴え全体が頓挫してしまう懸念があることから、税負担
性 を伎容とイコールフッティングにし合意形成の円滑化後図るこどを


倒的tごしている。適用対象はマンション内で家業後行っている者

!こ娘恕されるが、その効巣は、マンションの区分所事著者会員が亭

受ずるこたたなる。
 

5.鈎の支援措置等との役載分担  6.政策目的遊成手段として‘的確かっ必要最小罷な措置か  

O マンシ滋ン建議事業!こ係る被勤務E主として、優良慾築物等整{議 0*特例措議i之、毒事業の煎に供する土地取得iこ係る不裁縫取得税が、

毒事業がある。これは、市街地環境の繋綴波警のため、それに資 住宅の用に供する土地殺害事の場合と比して重くなっているところを、建

ずる…3をの要件習を満たしたマンシ3ンのE霊祭えを行う場合iこ、そ 替えに伴う本会食殺害等については税負担を住宅とイコールフッティング!こ翻
するためのものであり、公平かっ必要最小濃の鐙澄となっている。の総行革Zに対し、共用施設整儀費等を助成する苦手j護主である。 一~ 

方、本特例措鐙 [i，マンション建替え円滑化法にま基づく幾議事業性
において区分所有者間の合意形成を円滑化ナるため、マンション

内で義務費量を行う区分所有者を対象に、転出して察諸島を継続する

者も含めて、建替えに{半う土地取得に係る税負般を住宅とイコー

ルフッティングにするものであり、明縫に役割分担がなされている。


.色幽 晶畠 ー_._.- - ~畠幽ー‘ー 白山 色 』 島 地 、
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マンション難樟識に係る糊措置の延長【不動産取得税1

現行制度の統芸芸
 

O マンシ沼ン霊襲撃幸運葬祭に係る特例措置{創設:平成14年度}

.Iil:分完売有毒ぎが、害事援マンシ翠ン3<.1ま転出先で後部事業を継続する

ためにまま患者E取得する機会の殺を提寺葉書~0)1/5控除 

庄日� 

0老析マンション済生i水、マンシ辺ン住民の良好な居住環境確保

の観点から喫緊の塗善悪議題。
 い-'.;'-'

0今後通き朽マンションl立飛躍的に増加し、特例の適用件数も場君!日� 7 0マンション肉の庖餓等の税負担ば伎容と比して索いため4
する見込み。(綾30年以上� :73万戸→5年後129万戸) 叩と�  替えに伴う税負生日を住宅とイ!コールツッティングにし‘ヤ

ン全体の合意形成多円滑化する必要。� … 

。マンシ泊ンの建替えにあたっては、特例措慣習駐前提に長い時
関空与かけて合意形成多実施。 べれ

。非耐震住宅が滅失望撃によりストック市場から退出。代わって、腕

態化された住宅手与す行主義投入してストックを入れ替えていくこどが
 

襲撃ι


く護き朽マンションが抱える課題>� 
夜寝符.. 獄審者� j

0滋畿の厳然者二ニーズとの泰重量

{語車総狭小、パリアフリー来主主窓}

;く分譲マンションストックの護状> 

種定制悠... Ol'ID民のH事jがE器使する議室喜な� 
。総襲撃絵本Jjlのおそれ

欄摘を醐IiiH主形主義
H20末� 5年後� 10匁後 (I自重討議議慈慈ストツ ~106万戸} 耐に二五;必

。君主朽xンシ羽ンの急速な増加� 0Jl妻役場雪の喜重量全11:;.空家の増加
築30年以上の分譲マンションストッウ

0Jl割ml1査役務績やコミユーティにも悪影響のおそれ� 
レペー事円器量霊霊祭仏語滋霊童て}
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地27肪災街区整構事業により従誌の権利者!こ与えられる一定の規模の防災雄投難唾冨土交通省
一~築物に対するん特例撞量の廷長〈語定資産税上 r…

びりょ玄当初の致、策言議会満点建議誌が抗熔いが ω:/~川 f iJ政策惇豪語専定合援護ヲザ，.七三

O 往生活義本計画においては、重点復築市街地変平成23年度までに
完走9造手法篠宮務49喜善)に基づく法定事業についての特例である。 3主

O 密集積鱗ま践における主主災街区の整備の促進に演する法律{平 
おおむね 100%解消するとの自擦を掲げているが、平成20年度に実施

た、社会資本慾備塗点計箇{平成21年思議決定〉、往生活ま基本 した地方公共毘体への調査(国土交通翁実施)によると、平成19年度
計翻(:qi:足立均年閣議決定)、都市再生プロジェクト(第12次決定。 米における重点密集市街地の繁備の進捗率は約35%どなっており、

平成 19年寄Bi'行事等生本部決定)等においても密集市街地の解消は 関線は達成されていない。

政策関糠」ごして掲げられている。
 

3.漉用件数が僅少、特定の者に偏っていないか  4軍事後評価等における縫製状況

O 本特例i歩、密集市鋭機繋構法の改正により防災街区整機運葬祭 o a日立の評価である平成20年度の政策チヱツクアップ評価霊舎において、
有 が創設された平成何年!こ創設され、施行後6年が経過しようとし f伎議担市街地の防災性jについての政策務部を行い、本特例をはじめ
議 ているところである。関係者の合意形成{二時預を要する等の本署長 たしてしたい麗る遂。施策が、呂標達成!こ向けた改警に策献していることを薙認
性 業の特性もあり、喜多畿の発現が遅れていたが、現持点で公家業

が認可され、 2さらに事事務計額決定済のものも含め、 13事業がJ!

込まれる。{…参議案き語たり約50{'牛の適用見込み〉 

5.他の交接措置等との役割分担 &政策目的達成手段として、的確かっ必楽最小限な措霞か

O 慾鋳後の間定資産税の増額(国交省試算で約制緩)に対応する緩和O 本特例措麓i家、従後の建築物等を取得した従前権利者の権利
相 

機畿であるので、固定資産税を直接減額することが適S舗であり、また、床等に対する特例であるが、補助金は、組合等の施行主体の土
当 間氏、行政双方にとって事務負担の軽減の観点からも俊れている。
性

地整備費、共間施設慾備費等に対するものであり、本特例指霞
と対象・趣E宮内務iこ笈綾はなく、明確に役割分担がなされている。

、車_.砂 抽冨



|防災街区輔事業に峨抑制者に与えられる一部規模の防災施設建築物に対する特健闘
【国定資産瀧】� I

現行制度の械製� 

0防災街区幾倫理事業により従前の権利者に与えられる一定の


規模の妨災施設建築物に対する特例措置(H16創設)


・寄生言言語愛媛!と対応して与えられる緩和� :Jfまiこ係る特例播鐙


くを主導~:5年襲警2/3~ま豪華 券住宅:5年間113滋重義〉
 

0防災街区幾備事業i玄、老朽建婆物存除去し‘防災機能者別機えた塗
~.!!;;公共施設努事務備する公益性の富い率業

今後事業がま袋線目� 

廊下符言十種Ik吾E菅落の乎.(D

含め、� 13事業が見込"*れる。(
F

…事業当たり約� 5Q件の適用見
込み)

叩.，--，.・一一一一~，.阿，-事業が認可され、叩2現時点でQ -7-'

強制的!こ権利変換される者への総合的な支援の必裂l 
0察当障の爽施!こ伴い、強劇的に握手1]変換をされる者については‘国

定資綾税以外j二、所得税、登録免許税、不動議取得税を含め盤
会的に支援する必要。

ー-勾険事i主主主謹吾陵受容軍国国匡

。密集市街地はこ七地利用が細分化されており、権利貌整が非常

品調鑓ι� 

O建霊童後の閲定資産税は玄堕巴主皇i錦豆最ょするため、本特例
機慢がなければ、事業に支障をきたすおそれ。

市街地再開発事業との関係目

。再開発事業と問線の制度1:あり、再開発事業に関する税制
特@]脊含めた金体で議論すべきではないかn 

i♀孟の層五繍 概 念 幾 { 箆 鵡 誤 算 で 約 聡 が 高 齢 �  
i者等の地権者等の会窓形成に交擦を起きたすおそれ。

鉛

加

。

宅建前� 

84 



地28新築住宅i二対する盟定嚢遊説の減額撞量の適用期臨め延長〈麗定棄産税)>曾器土交遺書
も手町 一 ー凋ず一司 ー一一� ¥ すす 司、日け官�  V>，.‘一、-- - 一 一明一ー一

「;恥� 

O 伎生活義本計画(平成18年閣議決定)では、悶民の多様な居住� O 住生活護憲本計聞においては、子育て世帯における誘導燈住面積水
ニーズに的穣に対応することを目指しており、無理のない負担で 準の慾成語院を50%する等の目標を掲げているところ、平成15年度にお
騒俊二一ズに応むた質の高い住宅が議係で殺るよう、税制上の いては37%)であり、政策目標が既に逮成されているとは言えない。ま

後議ストックの慕礎的な安全伎の縫傑として、総震性の向上のた 平成均年疫においては79%であり、政策自主薬が遼戒されているとは言
めの施策を講乙ることを求めている。 えない。� 

3、� 

a瀦閤件数が僅少、特定の者に偏っていないか ふ事後評価等における確認状滋

O 平成20年における本特例の利用件数は、約90万戸。� o iiまlliの評価である平成20年度の政策チコιックアップ評価書において、
有� 「際伎の安定確保と暮らしやすい居住環境・良質な住宅ストックの形

効
 成J1k.び「俊司5・市街地の防災性」についての政策評価を行い、本特例� 
f生 をはじめ」ごした関連施策が、目標達成に向けた改餐!こ貢献しているこ

とを機録している。� 

5.勉の支援措叢毒事たの役割分担� a裁繁お鈴達成手段として、的確かっ必薬最小限な措置か

O 本特例iま一定の質的要件を満たす新築伎鳴について、持家脚質� 01閲覧IJに繍助金の申請手続を求めて交付サるよりも留民、行政双方iこ
相
望5

貨の罪IJなくその取得費用を支援するものであり、前様の政策目 とって負担の軽減の観点から優れた寺~fl生である。
的に係る他の支援措震や義務付け毒事の該翁はない。


性


。関誌に定着した基盤説輯であり、その改鹿iま冨畏!こ持する誕質増税。さらに住宅市場校冷え込ませ、景気のニ

番惑を掠脅かねない。現下の経済構勢変踏まえれば、本特例の改廃iま絶対に避けるべ告。 員詫



l 

11 

0本特例は、固のローン減税とともに、新築・建替えを通じた耐震化
促進策として車の両輪としての役割を担っているところ。

新築住宅に対する固定資産税の減額措置【固定資産税】� 

現行制度の概要� | 宝霊� 
新築一一…措置…創設)

①一般の住宅� 3年間税額1/2
r

N~i 
②中高層住宅� 5年間税額1/2 

↓国民に定着した税制の改廃による負担強化 目� 
O約50年にわたって園JXr::皇蓋した基盤税制。� 

0住宅取得には既に大きな税負担。所得水準も低迷する中で、国民

に実質増税となる特例改廃は適当でない。� 

-E号Zトヨ~Jî，持逸話園 

0住宅市場手さらに冷え込ませ、景気の二番底のおそれ(推計約1. 
5兆円のGDP減少)。市場マインドも大きく低迷。( 

0固定資産税は資産課税という性質から、取引前後で資産価値が
変わらない中古への適用が困難。

ES吉司j沼苦喜多T己E皐，】闘詩五圃� 

0住宅取得者は特例を前提に契約。今、契約する方の住宅完成も4
月以降。� ぺι 

O特例が改廃されれば、税負担増に対応するため現金を確保する。
必要。 契約自体や資金返済計画の見直しが生じるおそれ。~ 

l 1質重視の住宅政策の中心となる耐震化� 

【住宅取得に係る税負担(標準的ケース〉】

26万円登録免許税
(注}

印紙税
.曹関胃.胃同開---・間同開開閉--胃開F 再開戸開ーー----ー・・・・・・・・帽----岨� 

7万円
・土地2700万円、建物2000万円等のーー・----桐明開ーーーーー� 

消費税
.-再開・・---胃胃骨曹司---・----ー---ーーーーーー

100万円 設定を置いている。ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー----・.-------ーーーーーーーー 
不動産取得税 3万円
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー------ー・・ーーーーーーーー----

-現行特例制度を考慮した額を算出

固定資産税・都市計画税 している。20万円
(初年度のみ)

合計 に 寸56万円/、

【本特例が廃止された場合の影響】


税負担増� 住宅投資減
 

35万円 111万円
ゆ(戸あたり) (戸あたり)

※固定資産税の負担増が全額頭金の減少となるものとし、預金ー借入比率を用い
て住宅投資額全体の減少を試算。� 

※� GDP減少額I立、戸当たりの減少額に着工戸数(70万戸)を乗じた住宅投資額の
減少額に生産誘発係数を乗じて算出。

※戦略的経済対策による切れ目のない経済財政運営を図るとの予算重点指針とも整合ある税制特例の延長・拡充が必要。� 
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地33住宅に係るバリアフリー改修促進税制の延長(国定資産税) 唾国土交通省 
  
-~"，.‘ や恥-一'…芥 …へ

一Jη{九円仁吋ご三山γ Ub 主ぷ� 
ι〆、 l~:政業体惑のがでφ森章ヲ山�  三三之、鞠 の線開が昨建設さ拭械い義i立与� 

O 往生活基本計画〈平成絡ま手燭議決定}において、高齢者篤灘署警� O 段差のない家媛、車精子で遊行できる廊下犠の議会など、住宅*土地
殺害事住宅の確保iこ特!こ恕芸撃を警察する者の居住の安定の議事長後 統計誤査{平成15年及び平成20年〈速報値))によるパリアフリー化の

図るべく、住宅のバリアフリ-iむを促進することが、住宅における 達成状況を鑑みれば、住穏におけるバリアフリー化は務擦に進行して
達率本的施策として挙げられている。 いるが、往生活基本計衝!こ掲げる、高齢者の居住する住、宅まにだおi議け成るさ一

定のバリアフリー化率67%、高度のバリアフリー化率はし� 
o w高齢者が安心して暮らし続けることができる住宅政策のあり れていなし立推測される。
1J~(平成21年社会資本態備審議会答申)において、「地方公共

※住生活基本計簡における殴襟
団体におけるバリアフリー改修!こ対する繍助を推進するとともに、

町一定のバリアフリー化:平成27年までに75%
“‘“改修を促進する税制の発爽を図るべきJとされている。 府高度のバリアフリー化:平成27年までに25% 

3.逮用件数が僅少‘特定の惑をに煽っていないか� 4.事後評錨等における確認主主滋� 

0;護用件数は5，014件と多く、また渡期遣要件を鑑みても、特定地域� O 夜i授の評価である平成20年授の政策チェックアップ評価繋において、:有 
j二底俊ずる者や住居の犬小i二関わらず、税制措置を受けられる� f総合的なバリアフリー化Jについての政策評価を行い、本特例をはじ

動
翁の対象範囲は広い。 めとした関連施策が、闘機主義成に向けた改善に貢献していることを確

性 認している。� 

5.他の支援議麓亀撃との役割分担� 6.致築目的達成手段tごして、的確かつ必要最小擦な績賞か� 

O 事務助金{地域住宅交付金等)!ふ地域の議要!こ応じた住宅政策� O ヌド狩僚は、バリアフワ…改修を行ったすべての者の改修費織の魚鐙

から特定の布留7村による独感の取り緩みを支援するものであり、 豪華議案!こ軽減するものであり、約穣かつ、公平である。また、対象を一
諮

き治該市町村に居住する者iこ対してのみ交付される。一方、本特 定のE壁積までに限っており、滋皮な改惨を排徐しているというぶからも
当 必喜要最小限であると震える。

性


例i家、バリアフリー改修をした者会てを対象と寸ることができ、補

劾縦皮老長持たない市町村を含めて広く対象とし、バリアフリー改
修:tf強力に進めるものであり、補助制度では代欝できない。



l 住宅に係るバリアフリー改修促進税制【固定資産税】� 

現行制度の概要� 

0省エネ改修が行われた既存住宅に係る特例措置(創設平成20年度)

・固定資産税額の1/3を減額:評価額×税率(1.4%)主主ど宣 一E
L

盤
「
[


0バリアフリー改修が行われた既存住宅に係る特例措置(創設:平成19年度)
・固定資産税額の1/3を減額 評価額×税率(1.4%)三Zζ豆� 

いいものを作って、きちんと手入れして、長〈大切に使う」ストック型社会への移行を図るため、既存住宅のリフォーム促進が重要。or

1 ~省エネ改修の必要性� 

0省エネ改修はその利益が家主個人に帰着しない盆畳盤蓋監査
査主昼とともに、光熱費の削減によって改修費用手回収するに
は長期間存要することから、改修のインセンティブとして重要� 

OC02の削減に貢献するものであり、地球環境対応として不可欠
(省エネ基準に適合する住宅は未だ5分の1程度)

熟化された住宅ストックの割合>� 

40% 

0今後急増する単身高齢者や比較的介護摩の低い高齢者の往

主位圭量豊する必要� 

O高齢者が住宅Iこ住み続けることにより、施設等に入居する場
合に比べ、約7割の介護費用低減� 

く本特例による介護費用の低減>

、
施設サービス 居宅サービス 差額

利用者の 利用者の
目標値|

介護費用 介護費用

279万円/人'年
一� 

にノ

193万円/人'年

• 
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地34低成型路面電車に係る課税標準の特例措置の延長(器定資産税) 曾盟土交通省
ュ-'"-

1 政策体系の中での依震づIt ゑ幾初の政策目標が既!こ逮成されていないか� 

O 量生軌遂尊重苦警のバリアフリー化については、平成23年度末にはこれを� 

れたf高齢者、障害者等の移動者撃のp:]溶{たの促進!こ額ずる法律

O 公共交i盤機鎚の1¥1，1アフリ=f乙については、平成� 18年に綴定さ� 

重宝qq%rこすることを呂擦としているところ、平成20年度末における錘塾;
選主事蕊のバリアフリー化率は41.3%0 '1)771)一新法iこさ毒づく義本方針* {バリアフリー新法)J1こ基づいて推進。また、政策評価放に善意づく韓

重盛チニEツクアップにおいてもりがjアフリーイじされた鉄軌滋主義海 において、バリアフリー施策のスパイラルアップを図っていくことそを爵の性
の割合Jが業績指模として掲げられるなど、政府全体、あるいは 重義としており、今後もバリアフリ叩

国土交通省の政策体系のゆで優先度や緊要性の高い政策とし
 まえて新たな闘糠を設定し、バリアフリー化を・4 層推進しJだいく必獲が
て明確に位撃をづけ。 あり、当初の政策国撞は未達成。� 

3.議熔件数が護少、特定の者に偏っていないか� 4.事後評儲等における確認扶況

O 、過去本特例を適用した害事差益事雪数ば8殺であるが、特例の対象と有� 
なる手軽る議尊重権者数が14主主しかなく、また、これまでにいれらの事� O 業緩務綴のじゃjアフリー化された鉄軌道草認の議会jについての盈効
業者によL)_導入された低床製害事前の9警ililiくが特例の適用対象 策チこにツクアッブにおいて、本特例!こ関する減税見込額を踏まえた上で、性

目標の慾成状況に関する分析?を行い、現在の臆策を維持すると評価。

偏ってはい裂い。� 
となっており、想定外に適用数が僅少であったり、特定の者に

5開他の支援措龍需撃との役蕎分担� 6‘政策沼的達成手段として、的確かっ必要最小限な措置か� 

O 低床裂路溜鐙箪iまが1'JY71.j-化促進のために積極的な導入を図る必� 

O 低床裂路海電率の導入に対Tる機義主総度{し只τシステム懇鎗 要があるが、主主爵鑓格が従来事誌芸春吉野r=主主べ約2僚となっているため、

重量補助金〉謀、車両購入のための初期投資の負担を絞殺するこ 導入重量F絡の負担増!こ加え、導入後の冨定資産税が大穏に増加するこ
棺 とにより健康型車商の導入安行いやすくするためのものである一 とたなり、事業者の投資意聖堂が織をにくL、法塁。 本特例により、題定
当 方、本特例は、補助を受けて藤間を購入した後1=増大する国定 震度税の負teを軽減する三とi私事業者に投資へのハードルを引き下
性 !大その導入を促進するための手段として的確e


金主主援を軽減することにより、鉄道事業者r=低床製路溜霞率の
 
査産税負担について、これを軽減し、率業者のフン ングコスト

O また、本特例は、税負担の大起きい車両購入後の三笈期間に限って固

導入を行うインセンティブを与えるものであり、適切かつ明確に役 定資居室税を軽減するものであるたともに、全体の減税額;&び1件あたり

芸事i分録。 の減税額の大きさから、諜続の公平原鄭iこ照らし、臨民の納得できる
必要章受母、燦の措置。� 

O路蘭寵E般のバリアフリー化が引き締き強〈求められる璃扶下で、麗止を行うことは、高齢者、葬祭審者等の富立した日常生活や

社会参加の機会の確保への対応Iこ多大な影響が出るため不適切。� 

，，� 
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|低床型路面電車に係る課税標準の特例措置の延長(固定資産税.


高齢者同障害者等が路面電車を安全かつ容易に利用できるようにするため、鉄軌道事業者が低床型路面電車を取得し
た場合の固定資産税の特例措置の適用期限を2年延長する。 -市議遺倒量的圃・.j
0高齢者・障害者が安全かっ容易に利用できる LRT車両(低床型車両)は路面電車のバリアフリー化のために積極的な導入が必要。 

Oしかし、 LRT車両は、低床型でない従来型車両と比べ、車両価格が 2倍以上と導入費用がかさむ一方、採算性の悪い投資であり、

その導入促進のためには、導入後の固定資産税負担を軽減する本特例措置が必要不可欠。

従来型車両A 106百万円(定員72人)、従来型車両B 120百万円(定員66人) 

LRT車両A 250百万円(定員74人)、 LRT車両B 230百万円(定員63人) 

E踊 E1E司車遁豆I'B出陸軍

-特例措置の対象低床型路面電車
・特例措置の内容	 固定資産税.課税標準 5年間 1/4に軽減


低床型路面電車 |従来車両| 低床型車両


一二〉

段差があるためスデツブが必要	 ホームから段差なしで直接乗降可能 

-・・眠11l調・・・ 
0税制特例創設後 (H12年度以降) 143両の LRTが導入

LRT車両数 H11年度(税制特例創設以前) 20両→  H20年度末 163両 (+143両) (軌道車両の28.5%がLRT化) 

O実際にLRT車両を導入した事業者においては、車椅子利用者の利用が増加する等の効果が見られる。

事業者Aの車椅子利用者 H14年度亡二二二二〉」一一----v'	 、 190%増加 
H20年度糊時開明醐糊醐醐醐概要歩約2，900人


事業者Bの車椅子利用者 H16年度巳〉約  100A、

TZこt型空堅金 400%増加H20年度棚糊鵬嗣隅吋少約500人 
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地35 r地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」に基づく鉄道事業再構築 G訟国土交通省  
2 …w 事業を実施する路線に係る課税標準の特例措置の延長C固定資産税1都市計間見)抑止 ~.-".，..." 

1.政策体系の中での位置づけ 2.当初の政策目標が既に達成されていないか 

O 鉄道事業再構築事業の推進(;:ついては、「地域公共交通の活 
dロ』 性化及び再生に関する法律」に基づいて推進。また、政策評価法


に基づく政策チェックアップにおいても「経営基盤の脆弱な地方鉄
理
道事業者のうち、鉄道の活性化計画(地域公共交通総合連携計 O 法律が施行されて 1年しか経っておらず、目標未達成。性
酉を含む)を策定し、実行している者の割合」が業績指標として掲

げられるなど、政府全体主あるいは国土交通省の政策体系の中

で優先度や緊要性の高い政策として明確に位置づけ。
 

3.適用件数が僅少、特定の者に偏っていないか 4.事後評価等における確認状況  

O 鉄道事業再構築事業は、継続が困難または困難となるおそれ 
O 業績指標の「経営基盤の脆弱な地方鉄道事業者のうち、鉄道の活性

のある事態となった旅客鉄道事業に限って行われるものであり、有 化計画を策定し、実行している者の割合」についての政策チェックアッ
その適用は限られたものとなる。」うした中、法律が施行されて1効 プにおいて、本特例に関する減税見込額を踏まえた上で、目標の達成
年しか経っていない現在において、既lこ2社に鉄道事業再構築性 状況に関する分析を行い、現在の施策を維持すると註価。(鉄道の活
実施計画の認定を行い、今後、更に認定が行われる見込みでも

性化計画(;:(ま再構築事業の前提となる地域公共交通総合連携計画が
あり、適用数が想定外に僅少であったり、想定外に特定のものに

含まれる)
偏ってはいない。

5開他の支援措置等との役割分担 6圃政策目的達成手段として、的確かっ必要最小限な措置か 

O 鉄道事業再構築事業の実施に際し、老朽化した施設や車両等の更
O 鉄道事業再構築事業を行う鉄道事業者に対する補助制度(鉄 

範等を行ヨ場合には、誼しく取畳した資産に固定資産税がかかり三経
道軌道輸送高度化事業費補助金等)は、鉄道の再構築を行うに

営状況の厳しい事業者にとって、事業を続けて fr<際の大きな負担。相 当たって必要な、老朽化した施設の更新等の施設整備のための
本特例により、再構築事業に際し補助金を受けて新しく取得した資産当 初期投資の負担を軽減することにより施設整備を行いやすくする

‘の固定資産税等について負担を軽減させることは、速やかな経営状態性 ためのものである一方、本持例は、補助を受けて施設を整i置した
の改善を実現し、鉄道事業の存続を図るための政策手段として的確ロ

後に増大する固定資産税負担について、これを軽減しs事業者
O また、本特例は、税負担の大きい施設整備後の一定期間に限って固

のフン ングコストの負担を軽減する」とにより、再構築事業を行 
定資産税を軽減するものであるとともに、全体の減税額及び1件あたり

うインセンナイブを与えるものであり、適切かつ明確に盆割分担。
の減謹額の大きさから、国民の納得できる必要最小限の措置。 

O経営基盤の脆弱な地方道事業者による利用促進策や合理化努力も限界に達しつつあり、路線の廃止に至る例が

後を絶たない現状下で、廃止を行フことは、地域の足の確保に多大な影響が出るため不適切。
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ばならないも母等について、奮す務部総
索によるJ一括で許可等霊受付たも的e
hなす等自特傍

一.，1蓮浦詰計百一一

鉄道設備整備に対する「鉄議執器量
輸送高度化事業費補助合Jやr地成
公共交通活性化銅再E主総合事紫綬摘
助J聾由予算、税制特例‘地方財政微
量等を官む総合的なパッケージf~より
霊車的に支援，� 

地域公共交通碍湯船主及び再生iこ関する法律JI二基づく鉄道事業再構築織に探る特鋼措霊の延長 目
〈翻定資産税居者雲市計謹税〉 目

鎖窓たして鉄道の再構築iこ主体約に取り緩むま室長毒と事業者を、題として、総合約語、つ強力!こ支援し、� t急減の毒事らしを支える主主方鉄道の緩終芸去後化豪
閣るため、鉄道事業湾構築事業を実織する路線iこ係る終例措置の適用英語綴a:2若手E霊長する。� 

-E怒¥!i，沼環受章議圃� 

o :tI!Jj]鉄道主事業者のil輸送人員は、日百平日� 62伴皮から約� 17%減少、平成� 20年皮において地方鉄道事業J留め� 79%が赤字。
 

O このように地方鉄道事業者の後滋状況は極めて厳しく、平成� 12年段以降、金闘で� 27路線・� 596.2kmの鉄道が廃止。
 

o eこのような状況を改善し、地域の凝らしそ支える地方鉄道の輸送の級事寺とf者般化を図るため、平成� 20年� 10月� 1日『地域公共交通のr般化i5
2えび事子主主に療する法脅Jが改Z記されへ欽1質事業涛構築事業が導入。� 

| 鉄道事業再構築議議の線復�  | 

ー_~ã'~主樹脂ーー

薬字:暗殺、� 21軸
07昏町村等と量遂事寮容が轟然で針霊窟を作成し、祭主主� 鉄道事業主主母許可等を幾付制すれ

oa縫が医鍵又は霊園涯とな畠お号れ0うまる晶旅客数道事業を封寵� 

lt:23 |支援�  

~::..III時 
赤字� :73社、� 79% it空君主要� I 舗醤輔

O 語長率撃が主主行されて� 1年しか絞っていないき呈獲において、喜まにも寝空宇童会主義と殺後鉄道の� 2設が鉄道家3長持者葬祭署評議長念行っているととろであり、

王手足立� 21年度制こは少なくとち襲警鉄道主主主金支遂事業再事葬祭事幾夜行う見込み。� 

O 室長滋事業蒋構築事業に伴う宅事議量殺の多量訟を需主主主させるととによ号、� i緩やかな経営状態の号文書幸をき起き晃し、主主総のくらしを支える滋方議定i撃のぎ李総会
隠るためには、本特例議援の王監ま訟が去る華喜不可欠e

-..縄自Er遺留nik協調.

争特例措鐙の対象及び内若手� (1関総資後税・都市計画税)

.対重農主義線:鉄道事業努然災者都議患者~~君主ずる路線
・対委皇室苦霊童;鉄道軌道車産主苦言寄E変化運葬幾多著者室効金・鉄道筋設総会費Eゑ対策事業望者繍助

〈穣主語・トンネJレ詩文災}を受けて取得する家長義・{滋潟13愛媛
 
.1義援内容:祭主義孝要望主� 5長手際� 1/41と絞主主
 

O 隠2盟後iiI1税理都市計E霊税� 
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